
専門的・技術的分野における外国人材の受入れ 

に関するタスクフォース幹事会（第２回） 

議事次第 

平成 30年３月７日(水)10:10～ 

合同庁舎８号館５階共用Ａ会議室 

１ 開会 

２ 議事 

各業種の現状に関するヒアリング 

３ 閉会 

〔配付資料〕 

資料１ 厚生労働省資料 

資料２ 農林水産省資料 
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介護分野における人材確保の状況と労働市場の動向（有効求人倍率と失業率の動向）

注）平成22年度の失業率は東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県及び福島県において調査の実施が困難な状況となっており、当該3県を除く結果となっている。
【出典】 厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省「労働力調査」

有効求人倍率（介護分野）と失業率
【16年～29年／暦年別】（倍）

失業率（右目盛）

有効求人倍率
（介護分野）
（左目盛）

有効求人倍率
（全職業）
（左目盛）

○ 介護分野の有効求人倍率は、依然として高い水準にあり、全産業より高い水準で推移している。

資料１



受入れ
の流れ

制度
趣旨

介護職種の技能実習
（H29．11／１～）

【
留
学
】

介護福祉士として業務従事

【
介
護
】

介護福祉士養成施設
（２年以上）

【
特
定
活
動
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
】

※【 】内は在留資格

介護福祉士養成施設
（２年以上）

介護福祉士候補者として入国
〈就労コース〉

４年目に介護福祉士
国家試験を受験

介護施設・病院で
就労・研修

〈就学コース〉

（注）

（フィリピン，ベトナム）

（注）平成29年度より，養成施設卒業者も国家試験合格が必要となった。ただし，平成33年度までの卒業者には卒業後5年間の経過措置が設けられている。

EPA（経済連携協定）
（インドネシア・フィリピン

・ベトナム）

在留資格「介護」
（H29．９／１～）

介護福祉士資格取得（登録）

本国への技能移転 専門的・技術的分野の
外国人の受入れ 二国間の経済連携の強化

帰国 介護福祉士として業務従事

（注）

介護に従事する外国人の受入れ

実習実施者（介護施設等）
の下で実習（最大５年間）

実習の各段階で
技能評価試験を受検

外国人留学生として入国

・家族（配偶者・子）の帯同が可能
・在留期間更新の回数制限なし

【
技
能
実
習
】

本国での技能等の活用

介護福祉士資格取得（登録）



農業分野における外国人労働力について

平 成 ３ ０ 年 ３ 月 ７ 日

資料２



基幹的農業従事者の減少と高齢化が同時に進行

○ 農業者の減少・高齢化を背景に、経営規模の拡大等を積極的に行う農業者が増加。そ
の結果、農業の雇用労働力はこの10年で1.7倍に増えているが、農畜産業の有効求人倍率
が全産業平均を上回っており、更なる農業の成長産業化に必要な人材は不足している。

常雇い者数は、この10年で１.７倍に

資料：農業センサス 0
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資料：農業センサス

◆基幹的農業従事者数（万人）

◆基幹的農業従事者
のうち６５歳以上の割合（％）

１．人手不足の状況 ①成長産業化に必要な労働需給の現状
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175万人

（万人）

 農畜産業分野の
有効求人倍率は
全産業平均を
上回っている

養畜作業員

農耕作業員

全産業平均
資料：厚生労働省

「職業業務安定統計」



 農業分野の外国人労働者数は、この5年で1.7倍に
 増加のほとんどが技能実習

○ 農業分野の外国人労働者は、この５年で1.7倍に増加。大半はアジアから来た外国人技
能実習生が占めている。
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資料：厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」（各年10月末日現在）

 技能実習生の出身国は、近年、中国が低下し、
ベトナムが増加の傾向

農林水産省調べ
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１．人手不足の状況 ②農業分野における外国人材の受入れ状況



漁業における外国人材の受入れ

平成３０年３月７日

水産庁



漁業就業者の現状

漁業就業者数は年々減少しており、平成28年は約16万人（平成15年比▲30％）
漁業就業者のうち、65歳以上の就業者が約40％
自営・漁業雇われ別にみると、雇われて漁業に従事した者は40％

自営漁業のみ

95,740人
（59.8％）

漁業雇われ

64,280人
（40.2％）

漁業就業者数
160,020人
（100％）

漁業就業者数の推移と年齢構成

資料：農林水産省「漁業センサス」、「漁業就業動向調査」
※「漁業就業者」とは満15歳以上で過去１年間に漁業の海上作業に30日以上従事した者

（養殖業も含む）。

資料：農林水産省「漁業就業動向調査」
※「自営漁業のみ」とは、自営漁業のみに従事し、

協同経営の漁業及び雇われての漁業に従事し
ていない者。

※「漁業雇われ」とは、賃金報酬を得ることを目的に
雇われて漁業に従事した者で、自営漁業を行い
ながら雇われて漁業に従事した者を含む。

自営・漁業雇われ別漁業就業者数

1



外国人材の活用

資料：厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」（各年10月末日現在）
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遠洋漁業における外国人の乗組み状況

資料：「水産白書」（各年12月末日現在）

約7,400人の外国人が漁業に従事

遠洋漁業は、海外を基地に操業しており、海外の港で乗組員の交代を行うため、
我が国の在留資格が不要

沖合・沿岸漁業は、技能実習生が中心であり、専門的・技術的分野の外国人として
就労可能な在留資格は整備されていない

遠洋まぐろ 遠洋かつお 海外まき網 大型いか釣り 遠洋底びき 近海まぐろ

（人） （人）
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水産加工分野における外国人材の受入れについて



水産加工業について

■水産食料品製造業の業種別出荷額の推移

資料：経済産業省「工業統計表」（平成23年、27年以外の年）
総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」（平成23年、27年）

注：従業者数４人以上の事業所の値

■水産加工業の規模別割合■食料品製造業に占める水産食料品製造業の割合

資料：総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」（平成27年）
注：従業者数４人以上の事業所の値

資料：総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」（平成27年）32,134 31,313

34,071 33,978
32,231 31,225 31,558

30,050 30,228 30,982

35,021
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水産缶詰・瓶詰

塩干・塩蔵品

海藻加工品

冷凍水産物

（冷凍魚介等）

水産練製品

冷凍水産食品

（冷凍すり身、冷凍切身等）

億円

食料品製造業（A) 水産食料品製造業（B) B/A

出荷額 28兆1022億円 3兆5021億円 12.5%

従業者数 110万9819人 14万6567人 13.2%

全 国
7,317事業所

 水産加工業の出荷額は約3.5兆円。約15万人の従業者。10人未満の事業所が半数以上を占める。
 水産加工業者が直面している課題としては、多いものから順に①売上高・利益率の低下、②原材料確保の困難のほか
③従業者確保の困難が上位を占める。

■ 水産加工業者が直面している課題 （複数回答可）

資料：水産庁「平成28年度水産加工業経営実態調査」

注：回答数を回答事業所数で除した数値
1



水産加工業の就業構造
 水産食料品製造業における従業者数は減少しており、その要因としては、厳しい業務内容に加え、賃金が低いこと等が
あると考えられる。

 高齢化が進行するとともに、女性の減少が顕著。
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■水産食料品製造業の従業者数及び高齢化率の推移

資料：総務省「国勢調査」
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資料：農林水産省「漁業センサス」

■水産加工業の従業者及び常時従業者数の推移

■水産加工業の男女別従業者数の推移
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